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一 
般 

質 

問  

〜 

市
政
を
問
う 

〜

　
本
年
度
の
税
収
見
通
し
は
。

総
務
部
長
市
内
の
法
人
決

算
や
個
人
所
得
に
不
安
が
あ

る
が
、
直
近
ま
で
の
調
定
額

は
、
当
初
予
算
で
見
込
ん
だ

額
で
推
移
し
て
い
る
。

　
来
年
度
の
財
政
見
通
し
は
。

総
務
部
長
歳
入
面
で
は
、

合
併
算
定
替
え
に
よ
る
交
付

費
の
増
加
、
公
共
施
設
の
老

朽
化
対
策
費
の
増
加
が
見
込

ま
れ
る
。

　
予
算
の
効
率
化
と
政
策
推

進
は
。

総
務
部
長
厳
し
い
財
政
状

況
の
中
で
も
、
市
の
発
展
、

市
民
生
活
に
関
連
す
る
施
策

に
つ
い
て
は
、
事
業
の
停
滞

が
無
い
よ
う
考
え
て
い
る
。

一
般
行
政
経
費
に
つ
い
て

は
、
思
い
切
っ
た
効
率
化
を

す
る
が
、
優
先
課
題
に
対
し

て
は
、
政
策
の
特
別
枠
を
設

け
、
国
・
県
の
財
源
も
積
極

的
に
活
用
し
、
事
業
の
着
実

な
推
進
を
図
っ
て
い
く
。

　
財
政
状
況
と
地
方
交
付
税

は
。

税
の
増
加
分
の
縮
減
が
あ
る

内
、
市
税
は
ほ
ぼ
横
ば
い
、

地
方
税
の
伸
び
悩
み
や
消
費

税
率
引
き
上
げ
の
見
送
り
に

よ
り
、
地
方
交
付
税
の
減
額

が
懸
念
さ
れ
、
財
源
確
保
が

よ
り
厳
し
く
な
る
。
歳
出
面

で
は
、
高
齢
化
に
伴
う
扶
助

費
を
始
め
と
し
た
社
会
保
障

総
務
部
長
現
在
、
合
併
特

例
の
増
加
分
の
交
付
税
を

使
用
し
て
、
国
基
準
以
上
の

独
自
サ
ー
ビ
ス
を
行
っ
て
い

る
。
合
併
特
例
期
間
終
了
ま

で
、
行
政
改
革
努
力
せ
ず
、

毎
年
度
、
数
億
円
単
位
で
蓄

え
を
取
り
崩
し
て
い
く
と
、

基
金
が
枯
渇
し
、
負
債
だ
け

が
残
る
状
態
に
な
る
。

市
長
未
来
に
責
任
あ
る
礎
を

築
く
た
め
道
筋
を
つ
け
た
い
。

本
市
の
防
災
は

　
愛
西
市
版
タ
イ
ム
ラ
イ
ン

来
年
度
の
予
算
編
成
は

近
藤
　
武 

議
員

未
来
に
責
任
あ
る
礎
を
築
く

た
め
道
筋
を
つ
け
た
い　

市
　
長

増額分（合併特例分）

通常分（本来の額）
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平成17～27年度

16億円（平成27年度決算）
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▲合併算定替による特例の段階的縮減（イメージ）

▲三重県紀宝町のタイムラインの例

地方税

地方交付税
（普通交付税）

増額分
16億円

55億円

通常分
39億円

依存財源

自主財源

その他

その他

▲歳入構造（平成27年度決算）

（
危
機
管
理
行
動
計
画
）は
。

市
民
協
働
部
長
市
独
自
の

も
の
は
な
い
が
、
木
曽
川
下

流
河
川
事
務
所
と
の
間
で
台

風
水
害
を
対
象
と
し
た
避
難

勧
告
の
発
令
等
に
着
目
し
た

タ
イ
ム
ラ
イ
ン
を
策
定
し
て

い
る
。

　
B
C
P（
業
務
継
続
計
画
）

の
策
定
は
。

市
民
協
働
部
長
現
在
、
未

策
定
だ
が
、
策
定
に
つ
い
て

通
常
業
務
の
洗
い
出
し
を
行

い
、
非
常
時
優
先
業
務
を
選

定
し
、
全
庁
的
に
取
り
組
ん

で
い
く
。


